
Ⅰ 予算編成の考え方

Ⅱ 予算規模

(単位：百万円)

増減率

現計予算額 今回補正額 補正後予算額 B (B-A)/A

一般会計 1,087,973 1,037,936 49,410 1,087,346 ▲0.1% 

震災対応分 18,009 19,488 19,488 8.2%

特別会計 451,438 448,774 448,774 ▲0.6% 

震災対応分 4,242 4,683 4,683 10.4%

準公営企業会計 2,684 3,071 3,071 14.4%

震災対応分 100 121 121 20.8%

公営企業会計 42,110 42,835 42,835 1.7%

震災対応分 28 28 28 ▲2.1% 

合計(総会計) 1,584,205 1,532,616 49,410 1,582,026 ▲0.1% 

震災対応分 22,379 24,318 24,318 8.7%

令和6年度
12月現計予算額

A

令和7年度予算額

令和７年度 １２月補正予算（第４号）案の概要
令和７年１２月
宮 城 県

○ 今回の補正予算は、国の「「強い経済」を実現する総合経済対策」を踏まえ、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した物

価高への対応や、成長投資による強い経済の実現に向けた経費を予算化。

○ 具体的には、低所得世帯への灯油等の負担軽減や子育て世帯への学校給食費等支援、LPガス料金の負担軽減といった生活者支援の

ほか、賃上げ環境の整備に向けた販路開拓等の中小企業支援や医療機関、社会福祉施設等の光熱費等への支援、日本酒製造業者や

水産加工業者への原材料費高騰を踏まえた支援、交通・物流事業者の事業継続支援などの事業者支援を予算化。

○ また、医療機関や薬局、介護施設等における経営の改善及び従業員の処遇改善に向けた支援や防災・減災・国土強靱化の推進のため

の道路・河川など各種の公共事業費を計上するとともに、構造転換のための農業機械の導入支援などに要する経費を予算化。

※表示単位未満の端数処理により計が一致しない場合がある。
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○医療機関等物価高騰対策事業２,０１７,０００医療政策課、薬務課
医療機関、保険薬局等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○社会福祉施設等物価高騰対策事業１,１３５,９４０（108,600）
長寿社会政策課ほか

高齢者施設、障害福祉施設、児童福祉施設等に対する光熱費等のかかり増し経費
への助成

○酒造事業者物価高騰対策事業１７０,０００食産業振興課
酒造用県産原料米のかかり増し経費への助成

○農産物共同利用施設等原油価格高騰対策事業１３０,５００
みやぎ米推進課、園芸推進課

農産物共同利用施設等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○園芸農業原油価格高騰対策事業１８５,１００園芸推進課
園芸農家に対する光熱費等のかかり増し経費や出荷用資材購入費への助成

○畜産生産資材価格高騰対策事業１,４２３,０００（255,000）畜産課
畜産農家に対する配合飼料購入費への助成

○土地改良区原油価格高騰対策事業２５２,０００農村整備課

土地改良区に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○水産加工原料価格高騰対策事業８５６,１００水産業振興課

水産加工事業者に対する水産加工原材料費のかかり増し経費等への助成

単位：千円、（ ）：既決予算額

物価高への対応１

Ⅲ 主な事業

（１）生活者支援
○低所得世帯支援事業６２５,０００社会福祉課

低所得世帯に対する物価高騰対策を行う市町村への支援

○私立学校給食食材価格高騰対策事業１５４,０００（78,000）
私学・公益法人課

保護者負担の軽減に向けた私立学校の給食食材価格高騰分への助成

○県立学校給食食材価格高騰対策事業３４,２００（25,200）保健体育安全課
保護者負担の軽減に向けた県立学校の給食食材価格高騰分への助成

○子ども食堂運営支援事業１８,０００子ども・家庭支援課
子ども食堂運営団体等への助成

○ひとり親世帯支援事業９６,０００子ども・家庭支援課

低所得のひとり親世帯に対する物価高騰対策を行う市町村への支援

○高等学校等修学支援事業(物価高騰対策分)２２,７４０
私学・公益法人課、高校財務・就学支援室

低所得世帯を対象とした高校生等奨学給付金への上乗せ給付

○ＬＰガス料金負担軽減支援事業１,０２８,０００（515,500）消防課
ＬＰガス料金を値引きする販売事業者等への助成

（２）事業者支援
○私立学校原油価格高騰対策事業２４２,０００私学・公益法人課

私立幼稚園等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

新規

新規

新規
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○製造業者省エネルギー設備等導入支援事業９２０,０００新産業振興課ほか

製造業者の省エネルギー推進やエネルギーコスト削減に向けた取組への支援

○旅客運送事業者経営強化支援事業７０,０００地域交通政策課

旅客運送事業者の生産性向上や人材確保に向けた取組への助成

○物流事業者経営強化支援事業１００,０００商工金融課

物流事業者の生産性向上や人材確保に向けた取組への助成

○担い手確保・経営強化支援事業３００,０００農業振興課

経営転換・発展を図る担い手に対する農業用機械等導入への助成

○農地整備事業６,３８７,１４５農村整備課
農地の大区画化・汎用化等の基盤整備の実施

○漁港施設機能増進事業４１,２００ 水産業基盤整備課

浦の浜漁港等における安全対策向上施設の整備

○林業・木材産業国際競争力強化対策事業１２２,６８９
林業振興課、森林整備課

高性能林業機械等整備への助成、原木供給の低コスト化のための間伐の推進

成長投資による強い県内経済の実現２

Ⅲ 主な事業

○中小企業等再起支援事業１,３００,０００中小企業支援室

中小企業等に対する賃上げ加算を含む生産性向上等への助成

○高齢者施設省エネルギー設備導入支援事業２５６,０００長寿社会政策課

高齢者施設の省エネルギー設備導入への支援

○障害福祉施設省エネルギー設備等導入支援事業１５１,０００障害福祉課

障害福祉施設の省エネルギー設備導入等への支援

単位：千円、（ ）：既決予算額

○中小企業等特別高圧電気料金支援事業６６,１００（50,000）
中小企業支援室

特別高圧で受電する中小企業等に対する電気料金のかかり増し経費への助成

○交通事業者等支援事業２１５,０００地域交通政策課

バス、タクシー、自動車運転代行の各事業者に対する事業継続への支援

○貨物運送事業者支援事業１,３４５,０００商工金融課
貨物運送事業者に対する事業継続への支援

○倉庫事業者エネルギー価格高騰対策事業２８２,０００商工金融課
倉庫事業者に対する光熱費のかかり増し経費への助成

○補助金交付業務一括委託事業４１,５００行政経営企画課
労働者派遣契約による補助金交付業務の一括委託

新規

新規
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Ⅲ 主な事業

○国土強靱化対策事業２１,３８４,１５１
農村整備課、水産業基盤整備課、道路課、河川課ほか

第１次国土強靱化実施中期計画に基づく取組の推進

・県営農道整備事業 １７２,２１０ 農山漁村なりわい課
・用排水施設等整備事業 ５５７,８４０ 農村整備課ほか
・防災重点ため池緊急対策事業 ３３１,３７６ 農村整備課ほか
・農地整備事業 １,５２２,８５３ 農村整備課
・水利施設整備事業 ４２,０１０ 農村整備課
・特定漁港漁場整備事業 ８０３,４００ 水産業基盤整備課
・水産物供給基盤機能保全事業 １,２３３,４１０ 水産業基盤整備課
・水産生産基盤整備事業 ２５,０００ 水産業基盤整備課
・森林管理道整備事業 ４６,２２７ 林業振興課
・山地治山事業 ９２,４００ 森林整備課
・道路橋りょう事業 ５,０３６,７９１ 道路課
・ダム管理事業 １,４２５,４４９ 河川課
・河川改良事業 ３,２５５,５３５ 河川課
・ダム建設事業 ６１０,０００ 河川課
・海岸事業 ５１,０００ 河川課
・砂防事業 ３,１４６,７００ 防災砂防課
・港湾事業 １,２０６,６６０ 港湾課
・街路事業 ９１６,９８０ 都市計画課
・都市公園事業 ９０８,３１０ 都市環境課

国土強靱化の推進４

単位：千円、（ ）：既決予算額

○医療機関等職員処遇改善等支援事業１,０３１,０００医療政策課、薬務課
医療機関、保険薬局等に対する賃金引上げや物価高騰への支援

○高齢者施設職員処遇改善等支援事業３,５００,０００長寿社会政策課
介護事業所・施設に勤務する職員を対象とした賃金引上げ等への支援

○高齢者施設サービス継続支援事業３２９,０００長寿社会政策課
介護施設に対する食事サービス継続への支援

○障害福祉施設職員処遇改善支援事業８１７,０００障害福祉課
障害福祉施設に勤務する職員を対象とした賃金引上げへの支援

医療・介護・障害福祉分野における処遇改善３

新規

新規
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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１ 予算議案（1件）

番号 名称

169 令和７年度宮城県一般会計補正予算

Ⅴ 提出予定議案一覧
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２ 予算外議案（6件）

（１） 人事議案（2件）

番号 名称 概要

170
監査委員の選任につき同意を求めることについ
て

監 査 委 員 菊 地 恵 一 氏 （新任）
監 査 委 員 熊 谷 義 彦 氏 （新任）

171
土地利用審査会委員の任命につき同意を求める
ことについて

土地利用審査会委員 伊 㔟 千佳子 氏 （再任）
土地利用審査会委員 小野寺 友 宏 氏 （新任）
土地利用審査会委員 佐々木 真 理 氏 （再任）
土地利用審査会委員 髙 橋 慎 氏 （再任）
土地利用審査会委員 古 市 剛 久 氏 （新任）
土地利用審査会委員 山 本 和 恵 氏 （再任）
土地利用審査会委員 渡 辺 修 氏 （新任）

第３９２回宮城県議会（定例会）追加提出予定議案一覧Ⅴ 提出予定議案一覧
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（２） 条例議案（4件）

番号 名称 概要

172 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

職員の給与を改定するため、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日等
所管 人事課

１ 給料表の額の引上げ
全ての号俸について行政職給料表で8,200円から16,300円の引上げ
その他の給料表についても同様に引上げ

２ 期末・勤勉手当の引上げ
年間支給月数（期末手当及び勤勉手当の合計）
4.60月 → 4.65月 （＋0.05月）

３ その他各種手当の引上げ
（１） 医師等に対する初任給調整手当の支給限度額

月額 416,600円 → 417,600円
（２） 原動機付自転車・自転車等使用者に係る通勤手当の支給限度額

月額 31,600円 → 38,700円
（３） 救急業務及び補導業務に係る教員特殊業務手当

月額 7,500円 → 8,000円
４ 在宅勤務等手当、自動車等の駐車場に係る通勤手当を新設
５ 特地勤務手当に準ずる手当の支給対象職員を拡大

173
特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関
する条例の一部を改正する条例

知事等の給与を改定するため、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日等
所管 人事課

１ 期末手当の引上げ
年間支給月数
3.45月 → 3.50月 （＋0.05月）

２ 対象者
知事、副知事、教育長、公営企業管理者及び常勤監査委員

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

174
職員等の旅費に関する条例及び特別職の職員の給
与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部を
改正する条例

国家公務員等の旅費に関する法律の改正等に準じ、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年４月１日
所管 人事課

１ 宿泊費等について、定額支給方式から実費支給方式に変更
２ 旅行者に対する旅費の支給に代えて、旅行業者等に対する旅費相当額の直接の支

払を可能にする規定を追加

175
義務教育諸学校等の教育職員の給与等の特別措
置に関する条例の一部を改正する条例

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の改正に伴い、
所要の改正を行おうとするもの

施行 令和８年１月１日
所管 教職員課

教職調整額の支給率の段階的な引上げ （４％ → 10％）

Ⅴ 提出予定議案一覧
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